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プレキャスト（PCa）桟橋工法は，不安定な海上作業を極力，陸上作業に置き換えることで，工期短

縮や生産性の向上が図れるため，今後，更なる適用拡大が予測される．一方，世界的に脱炭素化に向け

た動きが活発化する中，我が国の港湾分野においても建設時における低炭素化の重要性が高まってお

り，施工者自らの直接排出のみならず，間接排出を含むサプライチェーン全体の CO2排出量を把握す

ることが求められている．そこで本研究では，桟橋工事の低炭素化に向けた基礎的検討として，PCa 桟

橋工法の建設時における CO2排出量を比較検討した．その結果，PCa 桟橋工法の低炭素化には，工程

短縮や生産性向上のみならず，鋼管杭や鉄筋等の鋼材の資材数量を削減できる工場 PCa が優位な工法

であることを確認した．
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1. はじめに

近年，桟橋工事における生産性向上を目的として，プ

レキャスト（以降，PCa）施工が行われている．従来工法

での桟橋上部工は，鋼管杭の打設後に足場，型枠支保，

鉄筋組立，コンクリート打設の海上作業を繰返して構築

される．一方，PCa桟橋工法は一般にサイトPCa1),2)が用い

られており，陸上ヤードにおいてPCa部材を製作し，起重

機船により鋼管杭に架設される．これに対して，工場

PCa3)はPCa部材を全て工場製作し，トレーラーで陸上運

搬した後にプレストレスにより，鋼管杭と部材同士を圧

着接合される．PCa桟橋工法は，不安定な海上作業を極力，

陸上作業に置き換えることにより，工期短縮や生産性の

向上が図れるため，今後の適用拡大が予測される． 

一方，世界的に脱炭素化に向けた動きが活発化する中，

我が国においても建設時における低炭素化の重要性が高

まっている．低炭素化を効率的に進めるためには，施工

者自らの直接排出だけではなく事業全体のサプライ

チェーンを把握し，特に排出割合が多いとされる材料に

起因する上流側の間接排出を考慮することが重要と考え

られる．そこで，本研究ではPCa桟橋工法の低炭素化にお

ける基礎的検討として，建設時のCO2排出量を比較検討

したので報告する． 

2. PCa 桟橋工法の概要

(1) PCa桟橋工法 

従来工法およびPCa桟橋工法の概要を表-1に示す．サ

イトPCa1),2)は，現地の陸上ヤードにおいて重量 100～200t

程度の部材を製作し，鋼管杭打設後に起重機船によって

架設した後，部材と鋼管杭との間に無収縮モルタル等を

充填して一体化するものである．従来工法の現場打ちと

比較して，作業性の良い陸上ヤードで部材製作が行える

ため，海上作業に伴う潜在的な危険リスクの回避，コン

クリート構造物の品質確保，工期短縮などのメリットが

ある．しかし，岸壁際でのヤード確保が前提条件であり，

起重機船の調達や入港時の地形的制約，それに伴うコス

ト高の可能性などサイトPCaの適用には制約も多い． 

一方，工場PCa3)は，全ての部材を陸上運搬が可能なサ

イズで工場製作し，現地に運搬した後，プレストレスに

より鋼管杭および部材同士を圧着接合する．プレストレ

スの導入により上部工の軽量化が可能となり，梁部材の

断面は逆U 字形状であるのが特徴的である．工場PCaは

工場内の品質管理下で部材製作できるため，環境負荷の

少ない混和材の使用や現地労働者の省人化が容易といっ

たメリットを有している．また，地震時慣性力が断面設

計の支配的な外力となる場合，上部工の軽量化は下部工
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の長スパン化（鋼管杭の本数削減）に繋がり，より合理

的な設計が可能となる． 

(2) 桟橋モデル

桟橋モデルを図-1および表-1の下段に示す．本検討で

は，1ブロック当たり幅33m×長さ25mの直杭式桟橋（水

深-10m）を対象とした． 

現場打ちおよびサイト PCa の鋼管杭（1400×t14，

SKK490）は5×6 本である．サイトPCaはPCa部材を 60

～80t／個として陸上ヤードで製作し，起重機船（非航

400t吊，回航 332 浬）で架設した後，部材間 2.0mを現場

打ちでコンクリート打設すると仮定した．工場 PCa は，

工場製作した部材をトレーラーで輸送（距離 300km）し，

現地ヤードで一方向の梁を大組立した後，同起重機船で

架設するとした．なお，工場PCaは上部工が軽量化され

るため，鋼管杭（1400×t16，SKK490）は 4×5 本であ

る．本検討では，港湾ランク 1，コンクリートの設計基準

強度として現場打ちおよびサイトPCaは30N/mm2，工場

PCaは 50N/mm2と仮定した． 
図-1 検討対象の桟橋モデル 

表-1 従来工法とPCa桟橋工法
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(3) コスト・工程・労働者数の概略比較

5 ブロック当たりのコスト，工程および労働者数の比

較を図-2に示す．ここで，仮設工は現地の陸上ヤード整

備に係る工種であり，間接費は積上げ分として，杭打ち

船のえい航費（12 浬），起重機船の回航費（332 浬），ク

ローラークレーンの組立解体および輸送費，ヤード借地

料を計上している．なお，労働者数はメーカーヒヤリン

グにより，工場内での労働者数を含めている． 

図中より，サイトPCaは現場打ちよりも1～2%コスト

高であるが，ほぼ同程度のコストであった．工場PCaは，

部材の工場製作費（輸送費込み）および緊張工により上

部工はコスト高となるが，杭本数が少ない分，全体コス

トは現場打ちよりも6%低く見積もられている．ただし，

桟橋設計の決定要因が，地震力ではなく接岸力あるいは

牽引力となる場合には，杭本数が削減できないため，全

体コストは増加するものと考えられる．本検討条件にお

いて，工場PCaは現場打ちに対して，約50%の工期短縮，

労働者数は約40%に省人化されるため，生産性の高い桟

橋構築方法であると言える． 

3. CO2排出量の推計方法

(1) 本検討におけるサプライチェーン 

サプライチェーン排出量 4)とは，原材料の調達から製

造，物流，供用，解体などの一連の流れから発生する温

室効果ガス排出量を指している． 

本検討では，図-3に示すように，上流側から自社まで

の建設時におけるサプライチェーンに着目して推計して

いる．上流側とは鋼管杭やコンクリート等の資材生産，

軽油や重油等の燃料・電力の採掘，生コンやPCa部材の

輸送・配送に関わる間接排出，自社とは建設機械（作業

船舶を含む）の稼働に伴う燃料消費や船舶のえい航・回

航に伴う直接排出を指している． 

(2) CO2排出原単位の作成方法 5)

CO2 排出原単位の作成方法は，各段階における実際の

排出量データを積み上げて算定する「積み上げ法」と，

国内全体の生産・販売活動の流れに基づき環境負荷量を

算定する「産業連関法」によるものがある． 

「積み上げ法」は実態に即した排出量の評価が可能で

あるが，各単位プロセスの環境負荷データを積み上げる

ためには網羅的なデータ収集が必要であり，推計者に

よって排出原単位が異なる可能性がある．一方，「産業連

関法」は総務省が公開する一定期間（通常は 1 年）に行

われた財・サービスの産業間取引を行列形式で示した産

業連関表を用いる方法であり，国立環境研究所が作成し

ている産業連関表による環境負荷原単位データブック

(3EID)6),7)を用いて排出原単位を算定することができる．

3EID は原単位の推計過程が公開された透明性の高い

データであり，各部門の単位生産活動（百万円相当の生

産）に伴い発生する環境負荷量が示されている．産業連

関表に付帯の部門別品目別国内生産額表を併用すること

により，単位あたりのCO2排出原単位（t-CO2/unit）を求

めることができる．なお，「産業連関表」は経済的な取引

きに基づく同一条件のもと，直接的および間接的な環境

負荷量を網羅的に把握することができるが，コンクリー

ト配合の違いなど，詳細な技術的評価への適応性が低い

ことが課題として指摘されている． 

本検討では表-2に示す対象品目に対して，主として「産

業連関法」による方法を適用し，コンクリート配合によ

る違いは，別途「積み上げ法」で算定することとした．

資材（鋼管杭，コンクリート，エネルギー燃料等）の生

産に伴うCO2排出原単位の作成方法を図-4に示す．資材

単位（*）あたりの生産額（百万円）に 3EIDの原単位（t-

CO2/百万円）を乗じて，CO2 排出原単位（t-CO2/*）を算

図-3 本検討で定義したサプライチェーン 

表-2 本検討の対象品目

上流 （間接排出）

資材生産（鋼管杭，コンクリート等）※

燃料・電力の採掘

輸送・配送（生コン，PCa部材等）

自社 （直接排出）

建設機械の稼働の燃料消費

作業船舶の稼働に伴う燃料消費

船舶のえい航・回航に伴う燃料消費

※PCa工場での燃料・電力消費含む

鋼材 鋼管杭，異形棒鋼，鋼板，H形鋼，PC鋼より線

ポルトランドセメント，混和材，細骨材，粗骨材

無収縮モルタル，PCa部材

その他 基礎砕石

非航杭打船（油圧ハンマ式），非航起重機船

揚錨船，引船，クレーン付台船，潜水士船

クローラー・ラフタークレーン，ポンプ車，バックホウ

発電機，ダンプトラック

輸送・配送 アジテーター，トレーラー

軽油，A重油，PCa工場での燃料・電力

品　目

資材 コンクリート

燃料・電力

建設機械

作業船舶

陸上機械

種　別

図-2 コスト・工程・労働者数の比較 
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定する．エネルギー燃料（軽油，A 重油等）は生産と消

費のそれぞれにおいてCO2排出原単位を求め，消費に伴

う排出原単位は図-5に示すように，地球温暖化対策の推

進に関する法律施行令第三条の発熱量（MJ/*）およびCO2

排出係数（t-CO2/MJ）を用いて算定する．なお，生産に伴

うCO2排出原単位は図-4と同様の方法で作成した． 

(3) CO2排出原単位の一覧

本検討で用いるCO2排出原単位の一覧として，資材の

生産に伴うものを表-3，エネルギー燃料の生産および消

費に伴うものを表-4に示す．ここで，電力の生産に伴う

排出原単位は，環境省が公表している「サプライチェー

ンを通じた温室効果ガス排出等のための排出原単位デー

タベース Ver.3.1(2021.3)」，消費に伴う排出原単位は環境

省・経済産業省公表の「電気事業者別排出係数（特定排

出者の温室効果ガス排出量算定用）」の代替値を用いた． 

陸上輸送に伴うCO2排出量は，積載率別の燃料使用量

に輸送トンキロ（貨物重量(t)×輸送距離(km)）を乗じて

算定するトンキロ法 4)により燃料消費を求め，燃料別の

CO2排出原単位を乗じて算定した． 

4. PCa 桟橋工法のCO2排出量の推計

(1) 施工フローおよび推計対象

桟橋工事の現場打ちによる施工フローを図-6 に示す．

図中には，各工種の横側から矢印で主要な資材の流れを

表しており，矢印の上段には資材生産，下段には資材輸

送に伴うCO2排出量について考慮している場合は〇，考

慮していない場合は×で明示した．なお，本検討におい

て，鋼管杭や鉄筋等の鋼材は，積算数量から生産時のCO2

排出量が把握できるが，それらの輸送経路や手段につい

ては仮定が難しいため考慮できていない．生コンについ

ては，現場から半径 10km 近郊から供給されるものとし

て，アジテーター車による輸送を考慮している．また，

桟橋工事には係船柱や防舷材などの付属工や舗装工があ

るが，本検討においては各ケースで共通する工種である

ため（厳密には鋼管杭の仕様や本数が異なれば，アルミ

ニウム陽極や被覆防食に由来するCO2排出量が異なる），

CO2 排出量の推計対象から除外している．PCa 桟橋工法

（サイトPCa，工場PCa）の施工フローを図-7に示す． 

図-4 資材の生産に伴うCO2排出原単位の作成方法 図-5 エネルギー燃料の消費に伴うCO2排出原単位の作成方法 

部門別生産額あたりの誘発を含む

CO2排出量 [ t-CO2/百万円 ] (3EID)

資材単位（*）あたりの

CO2排出量 [ t-CO2/* ]

部門別生産数量および生産額

[ * ] [ 百万円 ] (産業連関表)

消費に伴う燃料単位（*）あたりの

CO2排出量 [ t-CO2/* ]

CO2排出係数

[ t-CO2/MJ ] (温対法)
燃料単位（*）あたりの

発熱量 [ MJ/* ] (温対法)

表-3 資材の生産に伴う排出原単位

表-4 エネルギー燃料の生産・消費に伴う排出原単位

図-6 現場打ちの施工フロー 

単位

[ * ]

資材単位

あたりのCO2排出量

[ t-CO2/* ]

鋼管杭 産 t 1.923
鋼板 産 t 1.825
H形鋼 産 t 1.845
異形棒鋼 産 t 1.454
PC鋼より線 産 t 4.258
コンクリート（50-12-20H） 積 m3 0.426
コンクリート（30-12-25BB） 積 m3 0.257

ポルトランドセメント 産 t 0.776
ポルトランドセメント（早強） 産 t 0.950
高炉セメント 産 t 0.759
砂利，砂 産 千t 8.176
砕石 産 千t 8.023

産：産業連関表，積：積み上げ法

単位

[ * ]

生産に伴う燃料単位

あたりのCO2排出量

[ t-CO2/* ]

消費に伴う燃料単位

あたりのCO2排出量

[ t-CO2/* ]

A重油 kl 0.321 2.710
軽油 免税 kl 0.325 2.585
軽油 JIS2号 kl 0.514 2.585
電力 百万kWh 68.2 488.0

生産：〇

輸送：×
鋼管杭打設

支保工組立

鉄筋工

型枠工

コンクリート工

支保工組外

【海上作業】

鋼管杭

鋼材

リース

鋼材

生産：×

輸送：×

鉄筋

鋼材

生産：〇

輸送：×

生コン
生産：〇

輸送：〇

付属工，舗装工
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(2) CO2排出量の推計結果

5 ブロック当たりのCO2排出量の推計結果を図-8 に示

す．本検討におけるサプライチェーン排出量は，現場打

ちに対してサイト PCa が 1.1 倍，工場 PCa が 0.75 倍で

あった．内訳を見ると，サプライチェーン排出量の約95%

が資材生産に伴う間接排出であり，鋼管杭や鉄筋等の鋼

材系が占める割合が多いことが分かる．図-9に示すよう

に資材生産に伴う CO2排出量のうち，78～87%が鋼管杭

や鉄筋等の鋼材系であり，とりわけ桟橋工事の低炭素化

において，下部工（鋼管杭）の削減が も効果的である

ことを示唆している． 

燃料消費による直接排出は，サプライチェーン排出量

の約 4%に満たないが，サイト PCa は現場打ちに比べて

およそ作業船舶の回航に伴う CO2 排出量が多く，工場

PCa は上部工の軽量化および下部工の数量減により，燃

料消費に伴うCO2排出量が も少ない結果となっている． 

サプライチェーン排出量の約 2%以下である輸送・配

送は，PCa部材の陸上輸送を伴う工場PCaが も多いが，

一般に工場からの輸送距離が約 100km（メーカヒヤリン

グより）であることを考えれば，本検討条件の輸送距離

300km はやや過大に評価しているものと考えられる．な

お，本検討では，鋼管杭や鉄筋等の資材輸送を考慮でき

ておらず，図-8の輸送・配送は生コンおよびPCa部材を

対象とした推計となっている． 

図-8 CO2排出量の推計結果 
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図-7 PCa桟橋工法の施工フロー 
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5. おわりに

本研究では，今後の適用拡大が予測されるPCa桟橋工

法について，サプライチェーン排出量の観点からCO2排

出量の比較検討を行った．その結果，工場PCaのCO2排

出量が も低く推計され，現場打ちに対して約 25%減で

あった．また，資材生産に伴う CO2 排出量がサプライ

チェーン排出量の約 95%を占めており，桟橋工事の低炭

素化には，鋼管杭や鉄筋等の資材数量を減らすことが

も効果的であることが分かった．工場PCaは上部工にプ

レストレスを導入することで，鋼管杭やコンクリート等

の主要な資材数量を抑えられるため，工程短縮や生産性

向上のみならず，サプライチェーン排出量の観点からも

優位な桟橋構築方法であると言える． 

CO2 排出量の推計においては，一定のルールの中で対

象品目や施工フローを明確にし，算定境界を明らかにす

ることが重要である．本検討では，モデル桟橋において

仮定が困難であった鋼管杭や鉄筋等の資材輸送を対象外

としたが，実工事におけるCO2排出量の推計では，詳細

な輸送段階についての検討を加味することで，より実態

に即した比較検討が可能となる． 
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COMPARATIVE STUDY OF CO2 EMISSIONS FOR PRECAST PORT PIER CON-
STRUCTION METHODS 

Katsuya IKENO, Sumire NAKAMURA, Yuichiro KAWABATA, Shunsuke 
KANAEDA and Mitsuyasu IWANAMI 

As the global movement toward decarbonization is gaining momentum, the importance of low-car-
bon construction is becoming increasingly important for port construction in Japan. In this study, as a 
fundamental study for low-carbon port pier construction, CO2 emissions during construction were com-
pared between conventional in-situ casting and PCa pier construction methods. As a result, the most 
effective method for low-carbon pier construction was to reduce the quantity of steel materials such as 
steel pipe piles and rebar. It was confirmed that factory PCa is a superior construction method not only 
in terms of process shortening and productivity improvement, but also in terms of supply chain for port 
pier construction.  

図-9 各工法の資材生産に伴うCO2排出量の内訳 
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